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船舶インシデント調査報告書 

 

                              令和８年７月２２日 

                      運輸安全委員会（海事専門部会）議決 

                         委   員  伊 藤 裕 康（部会長） 

                         委   員  上 野 道 雄 

                         委   員  高 橋 明 子 

 

インシデント種類 運航不能（燃料供給不足） 

発生日時 令和８年３月１１日 ０８時００分頃（日本時間） 

発生場所 北太平洋西部 

 金華山灯台から真方位１０９°７７２海里（Ｍ）付近 

 （概位 北緯３３°０５.０′ 東経１５６°０４.０′） 

インシデントの概要  漁船第八豊
ほう

清
せい

丸は、航行中、船内電源を喪失して主機の運転が継続

できなくなり、運航不能となった。 

インシデント調査の経過  令和８年４月２日、本インシデントの調査を担当する主管調査官

（横浜事務所）を指名した。 

 なお、後日、１人の地方事故調査官を新たに指名した。 

 原因関係者から意見聴取を行った。  

事実情報 

 船種船名、総トン数 

 船舶番号、船舶所有者等 

 Ｌ×Ｂ×Ｄ、船質 

 機関、出力、進水等 

  

 

漁船 第八豊清丸、４３６トン 

 １４１７２４、富山県鮭鱒漁業協同組合（船舶所有者）、伊野水産

株式会社（運航者、Ａ社） 

 ５７.４１ｍ×９.００ｍ×３.９０ｍ、鋼 

 ディーゼル機関、船内機、７３６kＷ、平成２４年７月進水 

 ４サイクル、回転数毎分３５０、６気筒、ボア２８０mm、使用燃料

Ａ重油、平成２４年５月機関製造 

 （写真１ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 本船 

 乗組員等に関する情報 

 

漁労長 ６３歳  

 三級海技士（航海） 

   免 許 年 月 日 平成２年７月９日 

  免 状 交 付 年 月 日 令和６年３月１１日 
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  免状有効期間満了日 令和１１年５月１９日 

機関長 ８２歳 

 四級海技士（機関）（機関限定） 

   免 許 年 月 日 昭和５１年７月１６日 

  免 状 交 付 年 月 日 令和８年１月５日 

  免状有効期間満了日 令和１３年１月４日 

 死傷者等 なし 

 損傷 なし 

 気象・海象 (1) 本インシデント時の観測値 

気象：天気 晴れ、風向 東、風力 ２～３、視界 良好 

海象：海上 うねり 波向東、波高約１～２ｍ 

(2)  外洋波浪実況図 

気象庁の外洋波浪実況図によれば、本インシデント当時、北緯

３３°、東経１５６°付近の波高は約３～４ｍ、波向は東北東で

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外洋波浪実況図（日本時間０９時） 

 インシデントの経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本船は、燃料油を No.１燃料油タンク（以下、タンク及びポンプの

表記で「燃料油」を省略する。）から No.５タンクの船体付きタンクに

搭載していた。 

 燃料油の移送及び清浄の概略は、次のとおりであった。 

① 燃料油の船体付きタンクから No.５（C）タンクへの移送 

  容量１６kℓの No.５（C）タンク（以下「本件タンク」とい

う。）は、清浄油タンクとして使用されていた。船体付きタンク

の燃料油は、移送ポンプで本件タンクに移送される。 

② 燃料油の循環清浄 

本件タンクの燃料油は、燃料油清浄機（以下「油清浄機」とい

う。）を使用して循環清浄が行われる。 

③ 燃料油の本件タンクからサービスタンクへの移送 

本件タンクの燃料油は、サービスタンクの油面を検知して自動

発停するサービスポンプでサービスタンクに移送され、その後、
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主機や発電機原動機に使用される。 

（図１ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本船は、船長及び機関長ほか２１人（日本国籍５人、インドネシア

共和国籍１６人）が乗り組み、まぐろ
．．．

はえ縄漁の目的で北太平洋の日

付変更線付近にある漁場に向けて、令和８年３月８日１１時００分頃

宮城県気仙沼市気仙沼港を出港した。 

本船は、出港後に増速して、１１日に約１１.２ノットの対地速力

で東南東進中、機関長が０４時から０８時までの機関室当直に入直し

ていた。 

機関長は、ふだん本件タンクの油面計を見て、油面が‘ポンプ始

動’の位置となったところで移送ポンプを手動で始動し、‘ポンプ停

止’の位置で停止していた。入直時に本件タンクの油面計を見て、油

面が主機等の消費によって減少して移送の目安とする‘ポンプ始動’

の位置に達しているのを確認し、当直中に燃料油の補給のために移送

作業（以下「燃料油移送作業」という。）を行おうと思った。 

機関長は、０６時００分頃、燃料油移送作業を行わないまま機関室

を見回っていた時、油清浄機の上部カバーのシール部から漏油してい

 

 

Ａの分岐では、①の場合は船体付きタンクからの流れが、③の場合は本件タンクからの流れとなるよう配管

の切替えが行われる。また、Ｂの分岐では、②の場合に油清浄機へ送油するよう配管の切替えが行われる。 

①及び②を、あるいは、①及び③を同時に行うことはない。 

図１ 燃料油移送及び供給配管系統概略図 

①のライン ②のライン ③のライン 
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るのを認めた。 

（図２ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関長は、油清浄機付きポンプの出口側の流れが悪くなる異状が発

生していると思い、機関部乗組員２人を呼んで同機の開放整備作業

（以下「本件作業」という。）に取り掛かった。この時、本件作業が

燃料油の清浄に影響する重要なものと思い、本件作業に意識を向けて

いたので、燃料油移送作業の開始を忘れていた。 

機関長は、本件作業中、油清浄機左舷側に設置されたサービスポン

プがサービスタンクの油面低下によって自動始動するのを認め、同ポ

ンプの運転状態を確認することにも意識を向けた。そのため、燃料油

移送作業の開始を忘れたまま機側で同ポンプの運転状態を点検し、次

に機関監視室に入って機関監視盤にある同ポンプの電流計で通常値を

示していることを確認し、その後、本件作業に戻った。 

機関長は、本件作業中、警報が鳴ったのを聞いて機関監視室に入

り、機関監視盤の警報表示を見て、本件タンク油面低位警報であるこ

とを確認した。 

 

本件タンクと付属装置 

漏油箇所 

  

 

 

    燃料油関連のポンプ及び油清浄機 

図２ 燃料油関連設備 

油量低位警報 

検出器 

燃料油取出し弁 

ポンプ停止 

ポンプ始動 

タンクの使用範囲 

油面計 サービスポンプ 油清浄機 

サービスポンプ 移送ポンプ 
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本船は、機関長が機関監視室から油清浄機及び移送ポンプの方向へ

移動していた時、０７時５０分頃突然運転中の１号発電機が停止して

船内電源を喪失した。この時、直流２４Ｖを電源とする非常用照明が

点灯しなかった。 

機関長は、暗闇の機関室で発電機が停止した要因が分からず、電動

機で駆動する冷却海水ポンプ、冷却清水ポンプ等が停止したので、運

転を継続していた主機が過熱するのを防止するために、０８時００分

頃主機を停止した。 

機関長及び機関部乗組員２人は、本件タンクの油面がサービスポン

プで移送できなくなるまで低下していることを確認した。その後、測

深管の蓋を開けて測深すると約３kℓの残量があることを認め、発電機

を再始動するために測深管を通して本件タンクから油面が低下してい

るサービスタンクに手動式回転ポンプで約６００ℓを抜き出して補給

した。 

機関長らは、１号発電機の再始動を試みたものの、使用していた２

号空気槽及びその右舷側にある１号空気槽の圧縮空気圧力が０.３～

０.５MＰa から０.０５MＰa まで低下していたので、同機の再始動が

できなかった。また、機関室には手動式非常用圧縮機が設置されてい

たものの固着して使用することができなかった。 

漁労長及び船長は、機関長から船内電源の復旧及び主機の運転がで

きない旨の報告を受けた。本船は、ＧＭＤＳＳ*1等の通信設備に直流

２４Ｖの無線用バッテリーからの非常用電源が供給されておらず、無

線設備、衛星通信設備等が使うことができなかったので、１６時４８

分頃ＥＰＩＲＢ*2及びレーダートランスポンダー*3を使用して遭難信号

を発信した。 

 海上保安庁は、本船からの遭難信号を受信後、巡視船及び航空機を

発動させて遭難信号発信場所に向かわせた。航空機は、２１時４７分

頃、本船を発見し、ＶＨＦ無線電話を使用して乗組員の無事を確認し

た。 

 １４日０４時３０分頃、巡視船が本船付近に到着し、海上保安官が

本船に乗り込んでえい
．．

航準備を行った。 

１７日１１時３０分頃、別の巡視船は、本船付近に到着し、気象及

び海象の回復を待って海上保安官が本船に乗り込み、１４時１０分

頃、本船のえい
．．

航を開始した。また、巡視船から本船に持ち運び式の

 
*1  「ＧＭＤＳＳ」とは、衛星通信等の高度な技術を利用することで誰もが遭難・安全通信を迅速かつ確実に行うこ

とができるシステムをいう。 
*2  「ＥＰＩＲＢ（Emergency Position Indicating Radio Beacon の頭文字を示した略称）」とは、船舶の沈没及び遭

難時に自動又は手動で衛星へ遭難信号を発信し、位置情報を救助機関に伝える「衛星非常用位置指示無線標識」を

いう。 
*3  「レーダートランスポンダー」とは、船舶の遭難時に救助船や航空機のレーダー波を受信し、自動的に応答信号

を返すことで、相手のレーダー画面上に位置と方位を特有の点列で表示させる防水・自立型の救命機器をいう。 
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交流１００Ｖ電源が搬入されたので、船長はＡ社に無線で連絡を取っ

た。 

（図３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社が手配したタグボートは、２１日０９時１５分頃巡視船から本

船のえい
．．

航を引き継ぎ、本船は、２８日１８時００分頃気仙沼市に所

在する造船所の岸壁に着岸した。 

 本船は、着岸後、陸上電源を使用して発電機及び主機を復旧させ

た。 

（付図１ 航行経路概略図 参照） 

 その他の事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 機関長に関する情報 

  ① １８歳頃から総トン数２０トン以上の漁船に乗船を始めた。

当初は甲板部乗組員であった。その後、所属会社からの要望を

受けて海技士免状（機関）を取得し、機関長職をとって約４０

年の経歴があった。 

② 本船には令和７年から乗船して、本インシデント当時が２回

目の航海であり、健康状態に問題はなかった。 

(2) 燃料油移送作業 

  ① 機関長は、ふだん本件タンクの油面計に取り付けた移送の目

印の位置を目安として、船体付きタンクから本件タンクへの燃

料油移送の開始と停止を行っていた。なお、燃料油移送作業の

手順を定めた文書はなかった。 

② 本件タンクの運用は、表１のとおりであって、約３.５～ 

４.０日の間隔で燃料油の補給のための移送が必要であった。本

インシデントの発生は、気仙沼港出港から４日目であった。 

 

 

 

   
       巡視船によるえい

．．
航                  タグボートによるえい

．．
航 

図３ 本船の救助の様子 

海上保安庁提供 海上保安庁提供 

本船 タグボート 
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表１ 本件タンクへの燃料油移送の時機 

・本件タンクの容量 １６kℓ 

・本件タンク油量９０％：１４.４kℓ、同油量８０％：１２.８kℓ 

・本船の１日の燃料油消費量（主機及び発電機） ２.８kℓ 

・デッドオイル（サービスポンプで吸引しきれない残量） 約３kℓ 

本件タンク８０％の油量の場合の燃料油移送の時機 

（１２.８(kℓ)－３.０(kℓ)）／２.８(kℓ/日)＝３.５日 

本件タンク９０％の油量の場合の燃料油移送の時機 

（１４.４(kℓ)－３.０(kℓ)）／２.８(kℓ/日)＝４.０日 

 

③ 機関長は、本船の燃料油消費量を把握していたものの、本イ

ンシデント当時、表１に示すような船体付きタンクから本件タ

ンクへの燃料油移送の時機の予測及び本件タンクのデッドオイ

ルの量（ポンプで吸引できない残量）の認識が曖昧であった。

このため、本インシデント時、本件タンクの油面計で油面が見

えなくなっても燃料油をサービスポンプで吸引できると考えて

いた。 

(3) 圧縮空気配管系統の状況 

  ① 空気槽は、主空気圧縮機が自動的に始動及び停止することに

よって、器内圧力が約１.３～２.８MＰaに維持されていた。 

② 本船は、船内電源を喪失した後、手動で発電機を始動するこ

とが必要であったものの、次の理由から発電機原動機を再始動

するための始動用の圧縮空気が確保できていなかった。 

   ａ 主空気圧縮機の圧縮空気出口側のドレン排出電磁弁から１

号空気槽の圧縮空気が微量ながら漏えいしていた。 

    ｂ 使用していない２号空気槽の充気弁が微開となっており、

槽内の圧縮空気が前記②ａの電磁弁から放出されていた。 

   ｃ 手動式非常用空気圧縮機が固着して使用不能であった。 

  （図４ 参照） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 圧縮空気配管系統 
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  ③ 圧縮空気配管系統にある機器は、正常な作動及び使用の状態

を維持するために次のような定期的な整備、切替え及び効力テ

ストが行われていなかった。 

   ａ 主空気圧縮機のドレン排出電磁弁の整備 

ｂ 空気槽の切替え 

ｃ 手動式非常用空気圧縮機の効力テスト  

(4) その他安全に関する事項 

非常用電源として、操舵室のある甲板の左舷側倉庫内に直流  

２４Ｖ非常用バッテリーが搭載されていたものの、電路系統及び

同バッテリーが次の状況であった。 

① 直流２４Ｖ非常用バッテリー 

直流２４Ｖ非常用バッテリーは、電気修理会社の点検によっ

て、放電して出力電圧が０（ゼロ）となっていることが確認さ

れた。充電後、正常な状態に復旧した。機関長は、同バッテ  

リーの充電状態を確認していなかった。 

② 非常用照明電路系統 

  機関監視室内の充放電盤及び給電盤の配線用遮断器（以下

「ブレーカー」という。）が、断となっており、船内電源喪失時

に非常用照明が点灯しない状態となっていた。 

機関長は、前記ブレーカーについて、停泊中に断として出港

後に接にしていると口述していたものの、乗組員は、本インシ

デント時、非常灯が点灯していないのを確認していた。 

  ③ 航海及び通信電路系統 

    無線室内のバッテリーモニターの切替スイッチが AUTO（自

動）ではなく MANUAL（手動）となっていた。本インシデント

時、同スイッチの状態は不明であり、また、無線用バッテリー

からの給電も行われていなかった。 

バッテリーモニター製造会社によれば、同モニターは、船内

電源喪失時、ＧＭＤＳＳ等の遭難・非常通信設備を一定時間確

実に動作させるために、無線用非常バッテリーの電圧、容量、

充放電状態、劣化、異状等を常時監視するための装置である。 

(5) 非常時における対応 

本船は、船内電源喪失を想定した訓練を実施したことはなく、

対応手順を記した文書がなかった。   

分析 

 乗組員等の関与 

 船体・機関等の関与 

 気象・海象等の関与 

 判明した事項の解析 

 

あり 

なし 

なし 

(1) 機関長は、本船が北太平洋を航行中、本件タンクの油面が低下

して燃料油の移送を行おうと思っていたものの、油清浄機の異状
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に意識を向けて同機の開放整備作業を始めたことから、燃料油移

送作業を忘れたものと考えられる。 

(2) 本件タンクは、油面低位警報が鳴ってサービスタンクに送油で

きない状態となったことから、油面が燃料油取出し弁まで低下し

ていたものと考えられる。 

(3) 本船は、サービスタンクの油面が低下して燃料油の供給が途絶

え、発電機原動機が停止したものと考えられる。 

(4) (1)～(3)から、本船は、船内電源を喪失し、主機の運転が継続

できなくなり、運航不能となったものと考えられる。 

(5) 機関長は、本船の燃料油消費量を把握していたものの、本イン

シデント当時、船体付きタンクから本件タンクへの燃料油移送の

時機の予測及び本件タンクのデッドオイルの量の認識が曖昧で 

あったものと考えられる。 

また、本船は、燃料油移送作業の手順を文書に定めておらず、

機関長及び機関部乗組員がそれぞれの感覚で作業を行っていたも

のと考えられる。 

原因  本インシデントは、本船が、北太平洋を航行中、機関長が、油清浄

機の異状に意識を向けて、本件タンクへの燃料油移送作業を忘れたた

め、本件タンクからサービスタンクへの送油ができずに燃料油の供給

が途絶え、発電機原動機が停止して船内電源を喪失し、主機の運転が

継続できなくなったことにより発生したものと考えられる。 

再発防止策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ａ社及び本船は、本インシデント後、次の措置を採った。 

 ・燃料油移送方法の見直し 

機関長及び機関部乗組員は、船体付きタンクから油清浄機でサー

ビスタンクに燃料油を送り、オーバーフローした同油を本件タン

クに送るように作業手順を見直した。また、本件タンクが規定量

に達した後、本件タンクの同油を循環清浄するように手動で切り

替えて、自動運転モードのサービスポンプでサービスタンクに送

油することとした。 

・非常事態における連絡体制の確立 

機関室にある機器類の故障発生時は、機関長のみで処置を判断せ

ず、機関部乗組員、漁労長、船長に適時報告し、その内容を会社

等に報告する体制を取ることとした。 

・予備電源の設置 

衛星インターネットシステムの予備電源を設置した。 

今後の同種事故等の再発防止に役立つ事項として、次のことが考え

られる。 

・漁船の機関長及び機関部乗組員は、機関室当直中に燃料油移送作

業を行う際、他の作業を並行して行わないこと。 

 ・漁船の機関長及び機関部乗組員は、燃料油移送作業を開始又は停
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止する送油先のタンクの油量を正確に定めて実行するとともに、

手順書等の文書に定めて作業者に周知することが望ましい。 

 ・漁船の機関長及び機関部乗組員は、機関の始動や制御空気等に使

用する空気圧縮機の付属装置の整備、空気槽の切替え及び関係諸

弁の確実な開閉操作を励行すること。 

 ・漁船の機関長及び機関部乗組員は、非常時及び重要機器のトラブ

ル時には、船長及び漁労長と情報共有を行い、復旧等の措置に取

り掛かること。 

 ・漁船の運航者、船長及び機関長は、船内電源の喪失を想定した機

関プラントの復旧、非常電源の供給等の訓練を定期的に実行し、

手順書に定めることが望ましい。 
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付図１ 航行経路概略図 
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インシデント発生場所 

（令和８年３月１１日 ０８時００分頃発生） × 

                             

金華山灯台 

岩手県 

宮城県 

東京都 

気仙沼市気仙沼港 

Ｅ 

Ｎ 


